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第 10回災害廃棄物対策中国ブロック協議会 議事録 
 
日 時：平成 29 年 7 月 28 日（金）13:30～16:00 
場 所：第一セントラルビル 2 号館 5 階中会議室 
議 事： 

（１）本年度の協議会運営等について 
（２）平成 29 年度の災害廃棄物に関する国の施策方針 
（３）平成 28 年度廃棄物処理実態調査結果概要 
（４）本年度の調査事項 
（５）鳥取中部地震での対応 

 
１ 開会 

環境省中国四国地方環境事務所 廃棄物・リサイクル対策課和家課長補佐より開会の

挨拶が行われた。 

事務局より資料確認が行われた。 

 
２ あいさつ 

（宇賀神保全統括官） 

本日は暑い盛りの中お集まりいただきありがとうございます。また、日頃より災害

廃棄物対策にご尽力いただき、ありがとうございます。専門家の方々におきましても、

また今年度もよろしくお願いいたします。 
今月はじめに九州北部豪雨が発生した。被災された方々やその関係者の方々にはお

見舞い申し上げる。 
我々の事務所から 3 名が現地のお手伝いをさせていただいた。こちらにお集まりの

方々の中にも現地に行かれた自治体があると伺っている。 
この夏は九州はじめ他の地域でも災害が発生している。この会議はその備えという

ことで、ご議論いただくことになっている。 
本日は今年度の第 1 回である。本省から担当者が環境省の方針をお示しすることに

なっている。昨年度からの経験を踏まえて、図上訓練と行動計画の作成という大きな

課題がある。 
皆様方が使いやすい、役に立つものを作っていきたいと思うので、どうぞよろしく

お願いする。 
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【座長あいさつ】 

（川本座長） 

この協議会も 4 年目を迎える。最初はとにかく情報を集めよう、色々調べようとい

うことから始まり、昨年度は図上訓練を行った。 
現実にはあちこちで様々な災害が起こっており、このような取組の必要性がますま

す高まっている状況である。 
4 年目ということで、自治体の方々は異動等で代わっている方もいると思うが、全国

に先駆けて広い中国地方の災害廃棄物対策を作り上げていきたいと思っている。皆様

のご協力あっての協議会なので、よろしくお願いする。 
 
３ 議事 

（１）本年度の協議会運営等について 

議事の「（１）本年度の協議会運営等について」について、事務局より資料１の説

明が行われた。説明ののち、以下の通り意見交換がされた。 
 
（川本座長） 

ただいまの説明について、ご意見・ご質問等があればお願いする。 
よろしいか。 
9 月以降、協議会・幹事会の両方に参加される方は少し忙しいかと思うが、よろしく

お願いする。 
 

（２）平成 29年度の災害廃棄物に関する国の施策方針 

議事の「（２）平成 29 年度の災害廃棄物に関する国の施策方針」について、環境省

本省より資料２の説明が行われた。説明ののち、以下の通り意見交換がされた。 
 

（川本座長） 

ご質問等があればお願いする。 
 

（環境省本省 切川係長） 

参考資料「報告書」の目次で言うと、1.2 用語の定義、2 仮置場、3.3 混合物の処理

フロー、5.1・5.2 の進捗管理の辺りはぜひ読んでおいていただきたい。報告書も有効

に活用いただければと思う。 
 

（川本座長） 

ありがとうございました。 
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（３）平成 28年度廃棄物処理実態調査結果概要 

議事の「（３）平成 28 年度廃棄物処理実態調査結果概要」について、事務局より資

料３の説明が行われた。説明ののち、以下の通り意見交換がされた。 
 

（事務局 和家課長補佐） 

昨年 10～12 月にかけて、全国の自治体等のご協力を得て取りまとめたものである。

中国ブロックだけ MURC にお願いして、集計し直して取りまとめた資料である。 
今年度もアンケート調査をすると聞いている。もっと前向きな調査結果になるので

はないかと思っているので、今回の資料については簡単に紹介する。 
昨年度、中国ブロック協議会でも仮置場選定の検討をしているが、今年度のアンケ

ート調査ではもっと前向きな結果になることを期待している。 
 

（川本座長） 

これは約 1 年と数カ月前時点でのものである。 
ご質問等はあるか。県による違いがかなり出ている項目もあるが、何か感じること

等はあるか。 
 

（高田副座長） 

これは中国ブロックのデータを抜き出してまとめたということだが、この資料だけ

では全国平均の中での中国ブロックのレベルが分からないのでは？ 
 

（環境省本省 切川係長） 

今年 3 月 28 日の本省の検討会で、ブロックごとのデータは公表している。 
一番進んでいるのは中部ブロック、中国・四国ブロックは平均程度、北海道が一番

遅れていたと記憶している。 
 

（川本座長） 

他に何かあるか。 
各県の自治体ごとに回答しているので、例えば人口規模などで類別・検討していく

と違ったものが見えてくるのではないかと思うが、そこまでしていないのか。 
 

（環境省本省 切川係長） 

これはあくまでも市町村の回答割合ということで整理している。人口割合までは考

えていない。 
人口割合、災害経験の有無、南海トラフでの被災が想定されるかどうか、太平洋側

沿岸か等、色々な分類をしながら数字を出しているが、各市町村でそれぞれ作った計



4 

画数字があり、こちらで出す数字にどれほどの意味があるのかと思いながら作ってい

る状況なので公表はしていない。 
 
（４）本年度の調査事項 

議事の「（４）本年度の調査事項」について、事務局（MURC）より資料４の説明

が行われた。説明ののち、以下の通り意見交換がされた。 
 

（川本座長） 

ご質問等があればお願いする。 
今日お越しの中で、昨年度の図上訓練に参加された方はどのくらいいるのか。 
（半数弱が挙手） 
紙の上だけの説明なので分かりにくいところがある。1 日目は在庁で行うということ

だが、どのような効果が出てくると考えているか。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

その辺は資料 P.3 の真ん中辺りに書いている。 
在庁での情報伝達訓練で、電話や被害情報収集システムなど（各県・市によって違

う）を使って自分達で情報収集する。それを岡山市から岡山県、被災市から岡山県、

あるいは岡山県から受援をお願いする鳥取県に伝達するが、岡山県内で情報収集した

被害状況を鳥取県に出す時に書き換えなければいけないケースがおこるかもしれない

と想定される。昨年の図上訓練では様式を統一して、電話も必ず全員持っているとい

う前提でやったが、実際には情報伝達する時に色々と課題が出てくることが第一に考

えられる。 
説明を省略するのは詳細が詰まっていないからである。昨年度参加された方は、我々

コントローラーと電話のやり取りをする場面があったと思う。それは環境部局と各被

災県の防災部局が電話でやり取りする訓練であり、我々が防災部局の役割をしていた。

防災部局から環境部局に情報を渡すという想定だったが、実際は県によって防災部局

と環境部局の連絡・連携方法が違う。そんなことはこのシステムを見れば分かるから

システムから引っ張って来いという自治体もあれば、訓練でしたように電話やメール

でやり取りする所もあるので、それぞれ自分の自治体の状況に合わせて実施していた

だきたい。 
できれば当該県の防災部局の方にも最初の 1 時間だけ参加していただくことが望ま

しいが、無理なら防災部局の方がいるという想定で、防災部局と環境部局が実際にど

ういうやり取りをして情報を入手するかという確認を各県で行い、それを共有してい

ただきたい。同じ県の中で情報収集を行い、それを整理して他の自治体と情報共有し

た時に出る問題を整理したい。 
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昨年度、中部ブロックではこのやり方で訓練したと聞いている。その情報が手に入

れば整理して参考にしながら訓練の設計をしたいと考えている。 
 

（川本座長） 

し尿、避難所ごみ、生活ごみ、片づけごみの調査については、昨年まではあまり正

面から取り組んでいなかったのか。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

はい。 
 

（川本座長） 

１の調査・検討は MURC の方で進めてくれるのか。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

はい。現段階のスケジュールでは、10 月に訓練があり、その前後に幹事会がある。

遅くとも 11 月の幹事会でこの調査結果を報告し、行動計画の検討をする予定である。

この後すぐその辺りの調査に着手したいと考えている。 
 

（広島市 岩本技師） 

広島市廃棄物処理事業協同組合を対象としたヒアリング内容に「土砂を含んだ混合

状態の影響」という項目があるが、同協同組合には、本市が対応できない場合の生活

ごみ及び片付けごみの収集運搬をお願いしていたため、土砂を含んだ混合状態の廃棄

物についてのヒアリングを行いたいということであれば、ヒアリング対象としてはそ

ぐわないかと思う。 
また、「対応分担の整理」についても、資料に記載のある業務分担及び担当部署は、

がれき混じり土砂に係るものであるため、協同組合には直接関係ないかと思う。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

出典の資料がすぐ出せないが記載ミスかもしれない。ご指摘をいただいたので聴取

先について再確認する。 
意図としては、地震災害・土砂災害の違いをなるべく出したいということなので、

もしかしたら環境部局ではないかもしれない。その際はご紹介いただいてしかるべき

所にヒアリングに行きたい。 
 

（川本座長） 

調査・検討を事務局で並行して行い、協議会・幹事会で諮って、実際のヒアリング
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や調査も事務局で全てやる形でこれまでやってきたのか。 
 

（事務局 和家課長補佐） 

はい。 
 

（川本座長） 

もしヒアリングに同行させてほしいという構成員がいたら拒まないのか。 
 

（事務局 和家課長補佐） 

我々の方は大丈夫である。 
どうしても同行したいという協議会メンバーの方は、声を掛けていただければ拒ま

ない。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

広島の協定先にヒアリングに行く際には広島市なり広島県なりにお声掛けするが、

それ以外にもお声掛けした方がよいか。 
 

（川本座長） 

具体的なことまで考えて発言したわけではないが、興味がある方はいると思う。多

少のキャッチボールがあっても良いと思ったので聞いてみた。 
実行するのに煩雑な面が出てくるのであれば考えようはあると思う。 

 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

ヒアリングに行く前に、ヒアリング先とヒアリング項目を皆様にお知らせする。そ

の時にヒアリング日時もご案内して同行希望者がいるか確認する。細かい事務的な部

分（交通費等）についてもそこで詰めて、可能であれば同行するということでどうか。 
 

（川本座長） 

基本はそれで良い。実際に行けるかは分からないが。 
 

（高田副座長） 

協議会・幹事会とは別に、事務所の方で毎年セミナーを実施している。ヒアリング

調査と合致しないかもしれないが、例えばセミナーで熊本県や茨城県常総市の方を講

演等にお呼びして、そこで話を聞けるようにすれば、ヒアリングに同行しなくてもそ

の場で情報共有や質問等はできると思う。講師選定の際には我々のような学識者ばか

りでなく、実際に現場で活動した方もお呼びしたらいいと思う。 
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（川本座長） 

今言われたようなことも含めて幅広く対応していただきたい。 
他にご質問等はないか。 
また訓練が近づいてくると現実感が出てくると思う。 

 

（高田副座長） 

訓練について。情報伝達訓練のイメージを聞いていると、情報のハブになるのは県

になってしまう。参加メンバーには県と市と関係団体がいるが、県にだけ負荷がかか

るような訓練の設計にならないようにしてほしい。 
まず県に情報を流して、県が各自治体や関連団体に流して、それをまた県が集約し

て支援県・応援県に流す形になると、どうしても県ばかり一生懸命に情報をコントロ

ールして動かさなければいけない。当然それは県がするべき役割だと思うが、実際に

災害が起きた時には、県は県で、市は市で、それぞれやらなければいけないことが沢

山ある。 
例えば「市の方で仮置場をどこに決めたという情報は整理してください」という風

にするとか、参加メンバーの負荷が均等になるように、県ばかりが大変にならないよ

うな訓練の設計を工夫してほしい。 
 

（事務局 ＭＵＲＣ） 

おっしゃる通り、今想定している訓練は、県と市では負荷が違うと思われる。 
昨年の図上訓練では、市の方で廃棄物処理施設の被害状況を集めてもらった。市役

所にいる方と廃棄物処理施設（複数あれば複数箇所）を管理している方とで実際にや

り取りする訓練を想定している。 
情報だけに特化するので、情報を集約する県が大変になるのは間違いない。図上訓

練は市の方が大変だったが。どうしても広域連携が中心になるので、その中でやれる

部分は市でカバーしてもらうしかない。その辺りは実施要領に細かく書かなければい

けないと思っている。市が暇にならないようにしたい。 
 

（５）鳥取中部地震での対応 

議事の「（５）鳥取中部地震での対応」について、鳥取県より資料５の説明が行わ

れた。説明ののち、以下の通り意見交換がされた。 
 

（鳥取県 中西課長補佐） 

昨年 10 月に起きた鳥取中部地震の災害廃棄物処理が今年 3 月までに終わった。それ

までの間、ここにおられる皆様から困りごとはないかというお声掛けをいただいたり、

環境事務所等からの支援をいただいたりして何とか無事に終えることができた。また、
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鳥取県産業廃棄物協会にも大変なご協力をいただいた。 
 

（川本座長） 

貴重なご報告ありがとうございました。 
何かご質問等があればお願いする。 
 

（全国産業廃棄物連合会中国地域協議会 越生会長） 

全ての市町村が災害協定を結ぶことが基本である。1 番目が愛知県、2 番目が鳥取県、

3 番目が熊本県である。47 都道府県は協定を結んでいるが、各市町村単位では結ばれ

ていない所が沢山ある。実際に災害が起きればパニックになってしまう。 
各市町村の課長クラスが全く分かっていない。「産廃業者がなぜ一般廃棄物を？」と

必ず言われる。これがいつまでたっても変わらないから上手くいかない。 
確かに一般家庭から出てくるものは一般廃棄物だが、災害時においては一廃も産廃

もない。一般廃棄物は国や各市町村の権限に委ねるもので、産廃はあくまでも民間の

ものだから県知事の許可がいる。これで従来ずっときている。 
16 年前に鳥取県で M7.3 の地震があった時、県から産廃協会で処理してほしいと依

頼があった。これは一般廃棄物だからできないのではないかと思ったが、特例で県か

らの要請を受けて処理した。しかし担当の課長達は震災時の特例を理解しておらず、

産廃業者は関係ないと言う。震災時においては特例で一廃も産廃もない。 
産廃業者は県の許可を得てお金をかけて中間処理施設を作っている。一般廃棄物の

業者は行政の施設で処理をする。その行政の施設が動かなくなったらどこで処理する

のか。災害時の特例を各市町村の課長クラスは未だに全く理解していない。環境省か

らこれだけの説明をしてもらっているにも関わらず他人事のように考えている。実際

に災害が起きたら全く何もできないのではないか。 
これだけの勉強会を 4 年もかけてしているのになぜ未だに災害協定を結んでいない

のか。頭を切り替えてもう少し真剣に取り組むべき。災害時においては一廃も産廃も

ない。産廃協会は要請を受けるのみで主導権を握るわけではない。全て行政をトップ

として、対応やアドバイスを行う。それが災害協定を結ぶということである。災害協

定を結ばなければ要請を受けることもできない。もっと真剣に見直して考えないと、

いつどこで災害が起きるか分からない。その時にどうやって対応するのか。 
 

（川本座長） 

他にご意見等はあるか。 
 

（呉市 小笠原主幹） 

災害で家が半壊したが完全に壊れていない場合、おそらく解体して処分することに
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なると思うが、その場合の解体費用は補助が出るのか。通常、災害でなければ解体し

た家屋は産廃になると思うが、どこまでを一般廃棄物として扱い費用負担はどうなる

のかよく分からない。その辺りの線引きについて教えてほしい。 
 

（鳥取県 中西課長補佐） 

災害で壊れた以上それは誰が壊しても基本的には一般廃棄物になるが、費用負担に

ついては、半壊であれば基本的に環境省の災害廃棄物等処理事業費補助金の対象には

ならない。ただ、それを撤去しないと生活できない等、生活環境上に問題があれば撤

去費用は補助対象にしても良いというご指導もある。その辺は上手にやるしかないと

ころかと思う。 
熊本のような規模の大きい事例になると特別な措置が取られるケースもあるが、鳥

取中部地震はそこまで至らなかったので、災害廃棄物等処理事業費補助金で解体費ま

で見ることはできない。ただ、仮置場に持って来られた物を処理することはできる。 
 

（呉市 小笠原主幹） 

整理すると、解体費用は当然個人が負担すべきであると。解体されたものを持ち込

まれた分は、災害が理由であれば一般廃棄物として、処理は公費負担になるというこ

とだと思う。 
解体に関して、道路等の通行の支障になる場合は公費負担をする可能性がある。だ

とすれば行政代執行と同じだろうと思うが、それは各市町村の判断で行えるのか。 
 

（鳥取県 中西課長補佐） 

実際には行政代執行というやり方ではないと思う。支障があるので市町村から委託

を受けてやるということになると思う。 
鳥取県西部地震の時は壊さないとどうしようもない状況だったので、県の措置と市

町村の半分負担もあって解体費を行政で負担し、出てきた廃棄物の処理費は全額補助

金で賄う形をとった。被害の対応はその市町村で考えなければいけないと思う。 
 

（呉市 小笠原主幹） 

まだよく整理できてないので、環境省からコメントをいただきたい。 
 

（事務局 和家課長補佐） 

中西補佐が言ったことでほぼ間違いない。通常の災害の場合、全壊であれば撤去費

は対象になる。半壊以下であれば解体費は補助の対象にならない。但し、半壊以上の

家屋を個人で解体され、仮置場に入ってきて以降の処理について、自治体で生活環境

保全の支障除去の理由で処理する場合は、補助対象になり得る。 
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熊本の場合は特例で、半壊家屋も解体費の対象になった。 
 

（環境省本省 切川係長） 

全壊はもう住めないと判定されるのでごみ扱いとなるが、半壊は直せば住めるので

ごみ扱いにならない。生活環境保全上支障がある場合については、直す過程でできた

ごみが放置されて生活環境保全に支障があれば対象にする。住めるのにあえて公費で

解体してごみにする必要はないという判断である。 
ただ、熊本の場合は量が多く、直す順番がバラバラで何年もかかってしまうと結局

は復旧・復興の支障になる。解体するものは早く解体して早く復旧・復興を進めよう

という政府全体の考えがある。 
公費解体は阪神淡路大震災や東日本大震災でしかしていない。あれくらい大きな災

害の場合のみ、復旧・復興に支障があるごみは早く撤去する。将来的に出てくるごみ

があればそれも早くする必要がある。ただ、その時に所有者の意思決定をもらわない

と進めない。公費解体の受け付けした分だけでもやらないと進まないので、申し出が

あった分だけ受け付けた。 
 
（川本座長） 

ありがとうございました。議事はこれで全て終了した。 
 

４ その他 

事務局より、今後のスケジュールについての説明が行われた。 

 
５ 閉会 

 
以 上 

 


